
市政レポート

　子どもたちの安全を最優先するため、浸水想定区域（ハザードエリア）を避けた桜川小学校の新
設にも関わらず、６年足らずで浸水想定区域（ハザードエリア）である東中学校校舎を活用する計
画案がでるなど、コストを重視する方向に変更となっています。
　学校施設整備に関して、市としての一貫した方針を示し、具体的な統合場所が決まった時点で、
より安全で、効率性の高い給食センターを整備すべきと考えます。
　今期定例会には、新設する給食センターの設置場所等を決めるための条例案が上程されました
が、時期尚早との判断から全会一致で継続審査となっております。
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＊＊＊ 稲敷市の学校再編のこれまでの動きと現在の学校再編計画（案）＊＊＊

①出生数が合併当時の１/３に…　②統合小学校でも多くは1クラス…　③中学校も小規模（１クラス～）…

①西部地区・・・江戸崎中学校敷地を活用（新利根小・中学校の廃止）
②東部地区・・・東中学校敷地を活用（桜川小・中学校の廃止）
【但し、東中学校は浸水想定区域（ハザードエリア）のため防災指針や防災対策を講じる】

平成20年度の検討委員会による「稲敷市学校及び幼稚園適正配置の基本的な考え方について」を踏まえ、江戸崎地
区では、君賀小学校、鳩埼小学校を江戸崎小学校に再編統合、沼里小学校と高田小学校は維持。
新利根地区、桜川地区、東地区では、それぞれ小学校を新設統合という計画（平成31年度まで）でしたが…

新たな土地を取得しない

小・中学校を同一敷地または隣接地に

東西に小学校と中学校を一校ずつ

教育
方針

①時代に対応した教育の充実
②多様な教育的ニーズへの支援と推進
③質の高い教育環境の整備

令和８年第１回定例会が閉
会し、上程された全議案が
可決となりました。
篠田純一・高山 久（ひさお）
は、令和８年度一般会計予
算について反対討論をいた
しました。
私たちは、お金の使われ方
や、計画性に矛盾があり、
将来世代に負担を残すこと
になるのではと考えたから
です。

■篠田純ープロフィール
昭和46年（1971年）8月30日生まれ
日本医療秘善専門学校卒業
日本情報処理短期大学校卒業
■経歴／おもな役職歴
平成22年12月稲敷市議会議員選挙無所属で初当選 現在4期日
桜川地区認定こども園開設準備委員会委員長
産業建設常任委員会委員長、議会だより編集員会委員長
総務教育常任委員会委員長、議会運営委員会委員長
議会改革調査特別委員会委員長
第十代稲敷市議会議長、稲敷市監査委員
■連絡先
稲敷市下馬渡 926-4　TEL080-1149-4822

■髙山 久（ひさお）プロフィール 
昭和36年（1961年)1月8日生まれ
昭和54年土浦日本大学高等学校卒業
昭和58年日本大学卒業
■経歴／おもな役職歴
昭和58年稲敷市役所入庁（旧江戸崎町役場）
秘書広聴課長、市長公室室長などの職責を経て、
58歳のとき副市長を拝命（平成30年)
令和４年11月無所属にて初当選、
総務教育常任委員会所属
令和６年12月総務教育常任委員会・委員長拝命
■連絡先
稲敷市江戸崎乙802番地10　TEL・FAX 029-892-8365

市民の皆様の代表として、これからも市政に市民の声が届くよう活動してまいります！

以上のような小・中学校の新たな検討がなされている最中に、学校給食センターの新設や位置の議案が提出されました。



篠田議員の反対討論 髙山議員の反対討論

●一点目は、本市の学校施設の整備が一貫した考え
や、方針に沿って行われておらず、場当たり的な対応
により進められているからです。
　令和３年度に開校した桜川小学校は、当初は古渡小
学校の大規模改修による統合が、進められておりまし
たが、浸水想定区域（ハザードエリア）に近接すると
の指摘があり、再検討の結果、子どもたちの安全を最
優先する必要があるとの方針になり、桜川運動公園の
一部を活用し新設することとなりました。
　それにもかかわらず、現在進んでいる桜川地区・東
地区の統合小である稲敷東部小学校は、整備コストの
圧縮を優先させた結果、安全な高台にある桜川小学校
ではなく、自然災害による被害の恐れが大きいといわ
れる、ハザードエリアである東中校舎を活用すること
となっています。
　桜川小学校統合時には、子どもの安全を最優先する
判断をしたにもかかわらず、わずか６年足らずの期間
で、子どもの安全よりコストを重視するという方針に
代わってしまっているということに計画性や整合性に
矛盾を感じました。

●二点目の理由、今回の給食センター整備についてあ
ります。
　これまで給食センターについては、新設するか、江
戸崎学校給食センターを改修して使用するかという２
つの検討が行われてきました。
　その結果、今回の当初予算で、給食センター基本設
計及びボーリング調査費、約2,500万円の予算が含ま
れているということは、市長はじめ、執行部は新築す
る方針を固めたものであると判断できます。
　その最大の理由が、既存の江戸崎給食センターは老
朽化により、現行の安全基準が満たされておらず、解
決するには、新しい給食センターを整備するしかない
との理由で新築計画を進めてきたわけであります。
　既存施設でも法令上の安全基準を満たしているとす
れば、江戸崎給食センター改修更新整備（約６億円）
により、10年程度は現施設での給食提供が可能にな
るのでないでしょうか。
　児童数の減少を考えれば、新築に莫大な費用を投じ
るのではなく現況施設の改修などにより、当面の給食
提供サービスを行うことで対応し、10年先の学校再
編の形が見えてきたら、統合された学校敷地内に給食
センターを整備すれば、より安全で美味しい給食が提
供できるようになるのではないでしょうか。

●案件ごとに、子どもの安全を優先するのか、コスト
を優先するのかに、一貫性がなく「ちぐはぐ」な方針
であり、整合性の取れないことを続けていると言わざ
るを得ません。

●給食センター再編は、学校施設の整備が大きくかか
わってまいります。
　これまでの市内小学校の統合の進め方、桜川小学校
開校までの経緯、東統合小学校整備について議論され
てきた内容や常任委員会からの提言、それらを踏まえ
て、学校施設の整備を進めなくてはならないにも関わ
らず、現在の状況を見ますと、一貫した考え方や、一
貫した方針のもとに進められていないからです。
　現在の学校再編計画（案）では、令和17年度まで
の東西２校に集約することとしております。
　そして、桜川小学校は建設５年という新しい施設で
あるにも関わらず、高台という　安全地帯から、計画
（案）では浸水想定区域（ハザードエリア）へ移転とし、
さらに東中への統合のほうが増築費用は、かからない
からというコスト優先の考え方となっております。
　現在、保護者説明等意見聴取を行っており、私も説
明会に出席をさせて頂きました。桜川地区の保護者や
団体、地域からは、反対意見が大多数という状況です。
学校統廃合はコストを優先しつつ、市内に東西２校と
いう再編計画も、まだまだ市民の意見をくみ取れない
ままであり、さらに言えば、桜川地区において、多く
の市民からの意見にもあった通り、２校ではなく１校
という統合の選択の可能性もある中、30億円以上の
お金をかけて給食センター建設を先行するのは、私も
矛盾があると考えます。
　仮に、市民の意見を組み入れて東西２校とした場合、
早急に給食センター整備せず、２校に集約する際にど
ちらか１校に給食センターを整備すれば、１校は自校
方式となり、１校のみ配送すれば良いことになります。
つまり、市民の合意のもと学校再編（２校）の方向性が、
決まってから統合学校敷地内に給食センターを整備す
るという考えです。

●給食センター整備にあたっては、市民の将来に渡る
負担についても考えなければなりません。新設する給
食センターの耐用年数を35年間とします。年平均
100人が子供数と考えると、35年×100人＝3,500
人、事業費想定額35億円で割り出すと、子供一人あ
たり100万円以上の費用をかけることになります。
　児童数の減少を考えれば、新築に莫大な費用を投じ
るのではなく、現況施設の改修などにより当面の給食
提供サービスを行うことで対応し、10年先の学校再
編の形が見えてきたら、学校敷地内に給食センターを
整備すれば、より安全で美味しい給食提供ができるよ
うになるのではないでしょうか。

●執行部が進める給食センターは、本当に今やらなけ
ればならないことでしょうか。ここで今一度、立ち止
まる勇気が必要です。


